
令和７年度 事業報告

公益財団法人日本スケート連盟 

本連盟は、1929 年(昭和 4 年)に大日本スケート競技連盟として発足し、日本におけるスピード
スケート、フィギュアスケート、ショートトラックの 3 競技を統括し、スケート競技界を代表す
る団体として、スケートの普及振興を図り、もって国民の心身の健全な発達に寄与することを目
的として活動している。

現在は、2019 年 4月に 2029 年の創立100 周年に向けて、 「より強く、より盛んで、より愛され
るスケート競技の未来を実現する」ことを目的に「JSF VISION 2019 -スケート王国、ニッポンの
樹立-」というビジョンを策定し、①競技力の向上、②スケートファミリーの拡充、③スケート環
境の整備、④冬季オリンピック・パラリンピックムーブメントの推進という 4 つのミッションを
柱として事業に取り組んでいる。 

令和 7 年度はミラノ・コルティナ冬季オリンピックにおいて、フィギュアスケートとスピード
スケート合わせて金メダル１個、銀メダル３個、銅メダル５個と、合計９個のメダルを獲得する
とともに、１６名の選手が入賞するという好成績を挙げることができた。

令和 7 年度における公益目的事業、及び収益事業等の実施状況は、以下に記載するとおりであ
る。 

 【公益目的事業】：スケートの普及振興事業 

本事業は、１．選手等の育成強化事業、２．競技会開催事業、３．アンチ・ドーピング事業、４．
表彰事業、５．スケート教室により構成し、スケートの普及振興を図り、もって国民の心身の健全
な発達に寄与することを目的としている。令和 7 年度は以下のとおりの事業を展開した。 

1. 選手等の育成強化事業

（１）選手等の強化活動
本事業は、強化選手を対象として、国内外での合宿 ・研修、科学的サポート、国際大会へのチー

ム派遣、国内で開催する国際大会へのチーム招待、海外優秀コーチの招聘・設置などを行い、選
手の競技力向上を図るものである。

また、選手の競技力向上を支える指導者、審判員等についても国際大会や海外研修会への参加
を通じて、指導・審判技術などの向上を図っている。（令和７年度実績は別紙一覧のとおり） 

（２）有望新人の発掘・育成のための研修会（合宿）の実施
本事業は、将来の競技力向上が期待される有望選手を発掘・育成することを目的として実施し

ている。 
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フィギュア部門においては、各都道府県連盟から推薦をうけた選手を対象に合宿等を実施し、
その中から特に資質の高い選手を選考した上で、これらの選手を対象に競技者育成プログラムに
沿ったエリート教育を実施している。令和 7 年度は以下のとおり実施した。 

第 34 回全国有望新人発掘合宿 
日 程：2026 年 7 月 12 日～7 月 19 日  
場 所：長野県南牧村野辺山（帝産アイススケートトレーニングセンター） 

（３）スピードスケートアカデミーによる競技者の育成
スピードスケートアカデミー（令和 3 年 4 月 1 日開校）では、北海道帯広市を拠点として①エ

リートアスリート強化部門（通称「エリートアカデミー」）、②コーチ養成部門、③キャリア支援
部門の 3 部門における活動を通して、競技力のみならず人間力を備えた有能な競技者（選手およ
びスタッフ）を育成し、スピードスケートの競技力向上を目指している。

2. 競技会開催事業
本事業は、全日本選手権大会をはじめとする各種国内競技会を主催するとともに、日本国内で

開催される国際競技会の主管を行うものであり、令和７年度は以下のとおり実施した。 （詳細は別
紙一覧のとおり） 

 スピードスケート国内競技会 12 大会 
 ショートトラック国内競技会 11 大会 
 フィギュアスケート国内競技会 15 大会 
 フィギュアスケート国際競技会 3 大会 

3. アンチ・ドーピング事業
本事業では、国際・国内大会におけるドーピング検査を実施するとともに、（公財）日本アンチ・

ドーピング機構による講習会や印刷物等を通じて、選手、役員、加盟団体等にアンチ ・ドーピング
に関する情報を提供し、その啓発に努めている。 

令和７年度は、以下の大会にあわせてアンチ・ドーピングに関する知識や理解を深めるための
アウトリーチプログラムを実施した。

  第 42 回東日本フィギュアスケートジュニア選手権大会 
日 程：2025 年 10 月 23 日～10 月 26 日 
場 所：茨城県ひたちなか市（山新スイミングアリーナ） 

第 49 回全日本ジュニアスピードスケート選手権大会 
日 程：2026 年 1 月 16 日～1 月 18 日 
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場 所：岩手県盛岡市（フジスイアイスリンクいわて） 

   第 45 回 全日本ジュニアショートトラックスピードスケート選手権大会 
日 程：2026 年 1 月 10 日～1 月 11 日 
場 所：長野県南佐久郡（帝産アイススケートトレーニングセンター） 

4. 表彰事業
本事業は、日本スケート界の普及・発展に功績のあった個人及び団体、オリンピック等の競技

会で優秀な成績を収めた選手を表彰する事業である。 
 令和７年度は「ミラノ・コルティナ冬季オリンピックメダリスト・入賞者ならびに令和７年度優
秀選手表彰祝賀会」を開催し、表彰規程に基づき、「特別功労賞」、 「優秀選手章」及び 「優秀指導
者章」の表彰を行うとともに、ミラノ・コルティナ冬季オリンピックのメダリストの所属企業等
に対し、 「感謝状」を贈呈した。なお、表彰対象者の一覧は、本連盟ホームページに掲載している。 

5. スケート教室
本事業は、各地で開催するスケート教室やイベント等への参加を通して、これまでスケートに

親しむ機会のなかった方々にも、その楽しさや魅力を実感していただき、スケートを「する人」、
「見る人」、「支える人」の裾野を広げ、地域のスケートが広く普及振興していくことを目的として
いる。 

令和 5 年度からは本連盟主催の「基礎スケート教室」において、オフィシャルパートナー２社
の協賛を得て、特別講師としてオリンピックメダリストやオリンピアン等を招聘している。令和
７年度は、従来の倍となる 13 会場で開催した。（令和 7 年度実績は別紙一覧のとおり） 

さらに、(株)ポケモン社と共同で、スケートの普及と子どもたちの運動機会の創出を目的とした
プロジェクト「ポケモンスケートチャレンジ」を開始し、「基礎スケート教室」にスケート靴を履
いた「ピカチュウ」を派遣するなど、スケートの普及振興に資する活動の充実に取り組んでいる。 

また、スピード部門では、継続的なスケート教室の開催が見込まれる都道府県連盟を対象に 14
拠点を選定し、開催負担金を支給するとともに、ショートトラックに特化したスケート教室を開
催した。 

 【収益事業等】 

1. マーケティング事業
本事業では、公益目的事業を実施するための収益源として、民間企業とマーケティング契約を

結び本連盟が主催又は主管する競技会のリンクフェンスへの広告の掲出、選手が着用するユニフ
ォームなどへの広告枠の提供を行っている。 

また （公財）日本オリンピック委員会のマーケティングプログラムにも積極的に参加しつつ、選
手の商業活動を承認し、選手肖像を活用したマーケティング活動やフィギュアスケートエキシビ
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ジョン等のイベントへの出演を管理し、対価としての出演料、肖像権使用料等を収益としている。 
その他、イベント開催時に後援を行い、対価としての後援料を収益としている。 

2. 出版事業
本事業では、スケート競技のルールブックである「規程集」、教本等の書籍（電子媒体を含む）

の制作・編集を行い、加盟団体を通じて、審判員、指導者等に購入案内を行い、購入を希望する個
人又は加盟団体に販売している。   

3. 相互扶助事業
本事業では、本連盟に登録する選手、指導員、審判員等の人材育成及び資質向上を図るととも

に、加盟団体及び登録者への情報提供・伝達を目的として、以下の活動を行っている。 

 資格認定制度（バッジテスト）の運営
 指導者研修会、審判講習会などの各種講習会の開催 （別紙一覧のとおり）
 記録管理のためのデータ処置及びデータサイトの維持管理・更新
 審査員名簿の作成
 指導手帳・ワッペン・ネクタイ等の作成・頒布
 会報「SKATING」の発行（年間４回）

 【運営体制の充実を図るための取組】 

１．ガバナンス及び規程整備 
スポーツ団体ガバナンスコード 〈中央競技団体向け〉に基づき、適切な組織運営体制の構築、及

び各種規程等を整備している。 
なお、令和 7 年度は本連盟が適合性審査の対象年であり、審査の結果、１件要改善事項として、

「人材の採用・育成に関する計画が策定・公表されていない。」との指摘を受けたものの、令和 7
年度第 11 回理事会においてその内容について承認・決議を受け、同日ホームページにて公表済み
である。 

２．コンプライアンス及び内部統制 
本連盟では、スピード、フィギュア、普及の各事業において、選手、強化スタッフ、指導者等を

対象としたコンプライアンス教育を実施している。選手及び強化スタッフについては「強化指定
選手・強化スタッフ行動規範」を定めるとともに、毎年、合宿時にセミナー等を開催し、コンプラ
イアンスに関する教育を行っている。また、指導者については、コーチクリニックやセミナー等を
開催している。（令和 7 年度実績は別紙一覧のとおり）

また、選手及び関係者を対象としたコンプライアンス相談窓口を設置しており、コンプライアン
スの推進及び内部統制の強化に努めている。
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令和７年度は、以下のとおりコンプライアンス委員会を開催し、コンプライアンスの相談窓口
に寄せられた相談案件や、各部門におけるコンプライアンス上の課題等について審議した。 

 令和 7 年度第 1 回コンプライアンス委員会 2026 年 3 月 18 日
 令和 7 年度第 2 回コンプライアンス委員会 2026 年 6 月 24 日

３．専門家・外部機関との連携 
組織運営の適正化を図るため、日常的な相談ルートとして、弁護士、社会保険労務士、公益会計

及び税務に係る税理士法人と顧問契約を締結しており、日常的に相談や問い合わせが出来る体制
を整えている。また、職員は必要に応じて外部研修を受講している。 

以上 
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